
７ 使用しないという決定を行った場合であって、使用しなくなる日が翌事業年度以降の資産

番号 機 関 名 称 用 途 種 類 場 所 面 積 使用しなくな
る日（予定）

使用しなくなる日における価額

帳簿価額の見込み
額

回収可能サー
ビス価額の見
込み額

減損額の見込
み額

\ 本局 サーバ 統合業務システム 工具器具備品 東京都港区虎ノ門 ` 平成24年３月 8¶342¶881円 1円 8¶342¶880円

４ 土地

名 称 種類 場 所 面 積 帳 簿 価 額 損益外減損損失

若松町宿舎敷地 東京都新宿区若松町 4¶751•67fl 2¶779¶727¶000円 `

西片町宿舎敷地 東京都文京区西片 662•98fl 467¶401¶000円 26¶401¶000円

西ヶ原第２敷地 東京都北区西ヶ原 722•44fl 151¶000¶000円 3¶000¶000円

岡山工場敷地
（一部） 土地

岡山県岡山市西大寺
中 696•65fl 40¶406¶000円 19¶606¶000円

出雲敷地 島根県出雲市姫原 232•31fl 10¶600¶000円 500¶000円

出雲第２宿舎敷
地 島根県出雲市今市町 315•25fl 9¶930¶000円 540¶000円

松山宿舎敷地 愛媛県松山市山越町 367•5fl 37¶500¶000円 1¶100¶000円

３ 職員宿舎

名 称 用 途 種類 場 所 面 積 帳 簿 価 額 損益外減損
損失

田端宿舎

住居用の
もの

土地 東京都北区田端 1¶132•42fl 574¶000¶000円 29¶000¶000円

池袋宿舎

土地
東京都豊島区上
池袋

3¶108•15fl 1¶404¶884¶000円 `

建物
構築物

` 959¶637円 959¶625円

５ 除却に係る解体撤去が次年度以降に実施される資産

機 関 名 称 用 途 種 類 場 所 帳 簿 価 額 損益外減損
損失

研究所 実験用抄紙
装置 研究用 工具器具

備品
神奈川県小田
原市酒匂 2¶915¶455円 2¶915¶454円

滝野川工場 換気設備 換気設備 建物 東京都北区
西ヶ原 84¶395円 84¶394円

王子工場 多機能製本
システム

諸証券製
造設備 機械装置 東京都北区王

子 40¶462¶761円 40¶462¶760円

小田原工場

便所外 便所外
建物
構築物

神奈川県小田
原市酒匂

269¶983円 269¶978円

調整室外 調整室外
建物
構築物

119¶839¶576円 119¶839¶546円

薬品溶解機
外

紙料製造
設備 機械装置 19¶703¶100円 19¶703¶093円

彦根工場 排気設備外 排気設備
外

建物
構築物

滋賀県彦根市
東沼波町 326¶597円 326¶595円

６ 電話加入権

種 類 １回線あたり
帳簿価額 回線数 帳 簿 価 額 損益外減損損失

前年度末における休止回線 1円 397回線 397円 `

前年度末における使用回線 13¶000円 121回線 1¶573¶000円 64¶995円
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当該施設は、職員に対する宿舎であり、いずれの宿舎も廃止し、建物の解体撤去に着手している
ため、減損の兆候が認められ、認識及び測定を行っております。
土地の回収可能サービス価額（正味売却価額）の算定方法については、不動産鑑定評価額とし、
帳簿価額との差額を損益外減損損失として計上しております。なお、池袋宿舎については、回収可
能サービス価額（正味売却価額）が帳簿価額を上回っているため、減損額は算出されておりません。
池袋宿舎の建物及び構築物の回収可能サービス価額（使用価値相当額）の算定方法については、
入居者がいないため、「備忘価額１円」とし、帳簿価額との差額を損益外減損損失として計上してお
ります。

当該土地は、いずれも更地であり、将来の利用計画が想定されないため、次年度以降に売却又は
国庫納付を予定していることから、減損の兆候が認められ、認識及び測定を行っております。
回収可能サービス価額（正味売却価額）の算定方法については、不動産鑑定評価額とし、帳簿価
額との差額を損益外減損損失として計上しております。なお、若松町宿舎敷地については、回収可
能サービス価額（正味売却価額）が帳簿価額を上回っているため、減損額は算出されておりません。

使用中の回線は、電話加入権の売買市場価格が著しく下落しているため、減損の兆候が認められ
ましたが、ＮＴＴの施設設置負担金等が36¶800円となっており、帳簿価額を上回っていることから、
減損額は算出されておりません。
前年度末における使用回線121回線のうち、平成22年度中に休止した５回線については、減損の

認識及び測定を行っております。
回収可能サービス価額（使用価値相当額）の算定方法については、現在、客観的な使用可能性が
想定できないため「備忘価額１円」とし、帳簿価額との差額を損益外減損損失として計上しており
ます。

当該施設は、平成22年度末までに除却の意思決定が終わっているもので、減損の兆候が認められ、
認識及び測定を行っております。
回収可能サービス価額（使用価値相当額）の算定方法については、次年度以降に当該施設の解体
撤去を行うため「備忘価額１円」とし、帳簿価額との差額を損益外減損損失として計上しておりま
す。

Ÿ
™


		2011-09-25T22:09:32+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




